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１．中期経営計画の背景と位置づけ

 当行を取り巻く外部環境は低金利の継続やバーゼルⅢ規制導入など当面厳しさが続く見込みであるが、一方、神奈川県は当面人口増加が続
き、マーケットとしては恵まれている。

 こうした環境に対応し持続的な成長を実現するため、中期経営計画を「長期ビジョン実現に向け、『磐石な営業基盤』を拡大・深化させ、『強靭
な経営基盤』を維持・強化していく3年間」と位置づけ、ＲＯＲＡ向上、ノンアセットビジネス、コンサルティング、クロスセル、本部ダイレクト営業に
特に注力していく。

外部環境

・神奈川県の人口は当面増加

・企業の海外進出増加により
産業構造が変化

・景気は緩やかに回復

・金利は当面低位安定

・バーゼルⅢ規制の導入

など

前中期経営計画
「Ｎｅｗ Ｈｏｒｉｚｏｎ 2nd Stage」

（ ’10/4～’13/3 ）

課題認識
・貸出金残高は増加したが、利回りは低下

・無担保消費系ローンの残高が減少

・役務取引等利益は横ばい

・預貸証尻が拡大

・ＯＨＲの上昇

など

長期ビジョン
お客さま、株主、行員、地域社会にとって

魅力あふれる金融機関

中期経営計画
「Tackle for the Dream」

（‘13/4～’16/3）
長期ビジョン実現に向け、

「磐石な営業基盤」を拡大・深化させ、
「強靭な経営基盤」を維持・強化していく3年間

【特に注力すること】

ＲＯＲＡ（※）向上、ノンアセットビジネス

コンサルティング、クロスセル、本部ダイレクト営業

（※）「ＲＯＲＡ」＝リターン・オン・リスクアセット
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２．中期経営計画の概要

５．経営目標

①個人のお客さまとの接点拡大と取引の深化

②法人・公共のお客さまの問題解決支援とメイン取引拡大

③市場運用のリスク・リターン向上

④効率的なオペレーションによる生産性向上

⑤強靭な経営基盤の維持・強化

２．計画期間

2013年4月～2016年3月（3年間）

３．位置づけ

長期ビジョン（※）実現に向け、「磐石な営業基盤」を拡大・深
化させ、「強靭な経営基盤」を維持・強化していく3年間

（※）長期ビジョン：お客さま、株主、行員、地域社会にとって魅力あふれる
金融機関

１．名称

中期経営計画 「Tackle for the Dream」

４．基本戦略

お客さまの問題解決に資するソリューションを提供し、
お役に立つことで、お客さまに選ばれる銀行をめざし
ていく。

特に、地域のお客さまとの接点拡大・取引の深化を追
求し、さらなる成長をめざしていく。

健全性、収益性、成長性のバランスが取れた銀行を
めざしていく。

15年度における目標指標
12年度
見込み

個人メイン先数（※） 250万人程度 230万人程度

役務取引等利益比率（連結） 22％程度 20％程度

当期純利益ＲＯＥ（連結） 7％程度 7％程度

当期純利益ＲＯＲＡ（連結） 0.8％程度 0.8％程度

普通株式等Ｔｉｅｒ1比率（連結） 11％程度 11％程度

ＯＨＲ（単体） 40％台後半 48.6％

与信関係費用比率（単体） 0.15％程度 0.12％

（※）「個人メイン先数」は、当行を中心にご利用いただいているお客さまの数（当行定義）。
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３．計数計画

本資料のなかの計画値は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は 経営環境の変化などにより、計画と異なる可能
性があることに留意ください。

 中期経営計画最終年度の計数計画は以下のとおり。

11年度実績
12年度計画

（12年11月公表）
15年度計画 3年間増減

業務粗利益 2,036億円 2,015億円 2,130億円 ＋115億円

　うち役務取引等利益 311億円 312億円 370億円 ＋58億円

経費（▲） 983億円 980億円 1,040億円 ＋60億円

実質業務純益 1,053億円 1,035億円 1,090億円 ＋55億円

与信関係費用（▲） 137億円 120億円 140億円 ＋20億円

経常利益 870億円 875億円 920億円 ＋45億円

当期純利益 491億円 540億円 590億円 ＋50億円

ＯＨＲ （中計目標項目） 48.2% 48.6% 40％台後半 -

与信関係費用比率 （中計目標項目） 0.15% 0.12% 0.15%程度 ＋0.03％

業務粗利益 2,226億円 2,200億円程度 2,300億円 ＋100億円程度

　うち役務取引等利益 428億円 430億円程度 510億円 ＋80億円程度

経常利益 963億円 965億円 1,000億円 ＋35億円

当期純利益 511億円 560億円 610億円 ＋50億円

役務取引等利益比率 （中計目標項目） 19.2% 20%程度 22％程度 ＋2％程度

当期純利益ＲＯＥ　（中計目標項目） 6.7% 7％程度 7%程度 維持

当期純利益ＲＯＲＡ　（中計目標項目） - 0.8%程度 0.8％程度 維持

普通株式等Ｔｉｅｒ1比率　（中計目標項目） - 11％程度 11％程度 維持

個人メイン先数（※）　（中計目標項目） 233万人 230万人程度 250万人程度 ＋20万人程度

(※）「個人メイン先数」は、当行を中心にご利用いただいているお客さまの数（当行定義）。

連
結
ベ
ー
ス

単
体
ベ
ー
ス
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４．基本戦略

①個人のお客さまとの接点拡大と取引の深化

 神奈川県人口905万人のうち、当行取引先は約514万人、メイン先は約230万人であり、十分な接点を持てていないお客さまがいる。
 営業店と本部がそれぞれ担当するお客さまを見直すとともに、お客さまとの接点を強化し、メイン先数の増加とグループ投資型商品残高の

増加をはじめとした取引の深化を目指していく。

未取引先 391万人

合計 514万人

お
取
引
先

セグメント 取引先数

神奈川県内 人口905万人

資産形成層

230万人

うちメイン
取引先数

資産運用層

主
に
営
業
店
が
担
当

主
に
本
部
が
担
当

481万人 203万人

33万人 27万人

(※）「メイン先」とは、当行を中心的にご利用いただいているお取引先（当行定義）

主要施策

不動産有効活用・円滑な相続・事業承継対策など
のコンサルティング営業力強化

お客さまニーズに基づく商品・サービスの提供に
よる取引の深化

本部ダイレクト営業によるお客さまとのコミュニ
ケーション強化

お客さまのライフステージ・ライフスタイルに合っ
た商品の投入とプロモーション強化

幅広いお客さまとの取引拡大・基盤取引の拡充

営業態勢の概要

メイン先数
の増加

（+20万人）

グループ
投資型商
品残高の
増加

（+4,000億
円）

目標
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４．基本戦略

①個人のお客さまとの接点拡大と取引の深化

 浜銀ＴＴ証券を含めたグループ連携の強化により、グループ投資型商品残高は、2.5兆円程度を目指していく。
 本部ダイレクト営業やプロモーション強化により、ＲＯＲＡや利回りの高い無担保消費系ローンを大きく伸ばす。
 住宅ローンに引き続き注力するとともに、お客さまのニーズに基づいた様々な取引の拡大に力を入れ、収益性の改善に取組む。

1,764
1,962

4,690 4,350

7,149
8,653

4,325
4,799

19,291
18,404

2.5兆円程度
19.1%18.8%

22%程度

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

10 11 12 ・・・ 15

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

（末残、億円）

（年度末）

グループ投資型商品残高の推移 （％）

浜銀TT証券を含めた投資型

商品比率(右軸）

その他

保険

投資信託

中計期間

浜銀TT証券

12,061

3,421

25,484 26,618

12,470

3,357

5.2兆円程度

42,447
40,968

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

10 11 12 ・・・ 15

（平残、億円） (単体)

+3.6%

住宅ローン

+3.3%

個人ローン平残の推移

+4.4%

年平均+5%程度

(年度)

消費資金ローン

アパートローン

391416

0

200

400

600

800

10 11 12 ・・・ 15

（平残、億円） (単体)無担保消費系ローン平残の推移

▲6.0%

年平均+30%程度

700億円以上

(年度)

（注）「保険」は、終身保険と年金保険。「その他」は、公共債と外貨預金。
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４．基本戦略

②法人・公共のお客さまの問題解決支援とメイン取引拡大

 法人のお客さまに対しては、経営課題の解決を支援するため、成長ステージに応じた総合金融サービスを提供し、メイン先を増加させていく。
 地公体に対する浜銀総研と一体での当行グループによるソリューション提供や地域貢献活動を実施していくことで、地域の発展につなげていく。

主要施策

成長ステージに応じた総合金融サービスの提供

当行の情報機能やネットワークを活用した経営改
善支援の取組み

海外でのお取引先との接点強化による収益基盤の
拡充

地公体に対し、コンサルティング機能を発揮し、付
加価値の高いソリューションを提供

地公体と連携した地域貢献活動

成長ステージに応じた総合金融サービス

法人関連
役務収益
の増加

（+30億円程
度）

ＲＯＲＡの
向上

目標

地公体との連携

創業期 成長期 成熟期 変革期

創業支援 成長分野向けファイナンス

ビジネスマッチング

Ｍ＆Ａ

コンサル・海外進出支援 経営改善支援

成長ファンド

リース・ファクタリング ＡＢＬ

再生ファンド

地域の
発展

浜銀総研と一体での
当行グループによる
ソリューション提供

地域貢献活動

地公体

総合取引の拡充による法人メイン化推進
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４．基本戦略

 県内中小企業向け貸出に注力することで、中小企業向け貸出は年平均3％程度の伸びを計画する。
 法人貸出利回りは、中小企業との取引強化、ＲＯＲＡ向上に努めていくことで、13年度をボトムにした緩やかな上昇を見込む。
 事業法人のリスク・ウェイトは、経営改善支援の取組み強化や企業業績の回復に伴う緩やかな低下を見込む。

②法人・公共のお客さまの問題解決支援とメイン取引拡大

（注1）その他は公共及び公共関連貸出
（注2）国内店分

（注）中堅中小企業向けエクスポージャーを含むが、特定貸付債権は含まない。

28,810

14,443

1,282 1,688

28,685

14,607

44,98244,536

4.9兆円程度

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

10 11 12 ・・・ 15

（平残、億円） (単体)

+1.1%

▲0.4%

法人等向け貸出平残の推移

年平均+3％程度

横ばい

中計期間

中小企業向け

大中堅企業向け

その他

(年度)

事業法人向けエクスポージャーＲＷ

75%

70%

65%程度

60

65

70

75

80

10 11 12 13 14 15

事業法人リスク・ウェイト（注）の推移（％）

（年度末）

中計期間

法人貸出利回り

1.72%
1.62%

1.5%程度

1.0

1.5

2.0

10 11 12 13 14 15

法人貸出利回りの推移（％）

（年度）

中計期間
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４．基本戦略

③市場運用のリスク・リターン向上

主要施策

リスク・リターンや分散を考慮したアセットアロケーションに基づく市場運用

財務収益の確保

目標

 国内株式投信、外債、国際分散投資等の割合を徐々に増やし、分散の効いたリスク・リターンの高いポートフォリオによる運用をおこなう。
 市場金利のボラティリティが高まっている状況を踏まえ、機動的できめ細かいマーケットオペレーションを実施していく。

市場金利のボラティリティ上昇に備えた、機動的できめ細かいマーケットオペレーション

661

19,052
17,967

627

18,594
19,713

2.6兆円程度

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

10 11 12 ・・・ 15

（時価ベース、億円） 有価証券残高の推移
(単体)

（年度末）

分散投資

国内債券

中計期間

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

10 11 12 ・・・ 15

（平残ベース、億円） 分散投資の推移
(単体)

（年度）

国内株式投信

外債

国際分散投資

Ｊ－ＲＥＩＴ等

約4,500億円

中計期間

（注）政策投資株式は含まない。
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４．基本戦略

④効率的なオペレーションによる生産性向上

主要施策

マーケットの成長性を踏まえた店舗ネットワークの生産性の向上

生産性の向上

ＯＨＲの
低位維持

（40％台後半）

目標

ファシリティマネジメントの導入による総合的施設管理の推進による生産性の向上

イメージデータ等の活用によるペーパーレス、バックレスを柱とした事務ＢＰＲ施策の実施

コミュニケーションの高度化・多様化や業務の効率化に資する情報化戦略の実施

「エンゲージメント」（働きがい・結びつき）向上を促す人財の積極登用とキャリアデザイン施策
の展開

地銀業態における業務提携、共同化戦略の強化
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４．基本戦略

⑤強靭な経営基盤の維持・強化

主要施策

グループ一体での厳正なリスク管理の遂行
与信関係費用比率の

低位維持
（0.15％程度）

急激な金利上昇リス
クへの警戒

ＲＯＲＡの維持
（RORA0.8％程度）

目標

 業種別集中リスクや大口与信集中リスクの管理、急激な金利上昇のリスクや株価変動リスクへの警戒を中心とし、グループ一体での厳正な
リスク管理を遂行していく。

 ＲＯＲＡ（リターン・オン・リスクアセット）を意識した業務運営を徹底し、資本効率を向上させていく。

統合リスク管理

法令遵守

信用リスク管理 市場リスク管理 流動性リスク管理 オペリスク管理

危機管理 顧客保護 審査力強化 内部監査

ＲＯＲＡを意識した業務運営の徹底による資本効率の向上

（注)「連結当期純利益ＲＯＲＡ」＝連結当期純利益/連結リスクアセット（期末）
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（％）
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連結当期純利益ＲＯＲＡ

0.67%

0.78%
0.8%程度 0.8%程度
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４．基本戦略

⑤強靭な経営基盤の維持・強化

主要施策 目標

バーゼルⅢ規制に対応した十分な資本の維持
適正資本水準の維持

（普通株式等Tier1比率
11％程度）

 バーゼルⅢ規制に対応した十分な資本を引き続き維持していく。
 中計期間中の利益還元方針を以下の通りとする。

（注)コアＴｉｅｒ１比率については、バーゼルⅢ規制における控除項目を全て控除し
算出（リスクアセットはバーゼルⅡベース）
コアＴｉｅｒ1比率＝（Ｔｉｅｒ1-優先株式-優先出資証券-繰延税金資産純額等）／リスクアセット

中計期間中の利益還元方針

年度の連結当期純利益が550億
円を上回る場合には、特別配当
を実施いたします。

普通配当金として業績にかかわ
らず年11円を安定的にお支払い
いたします。

普通配当

特別配当

市場動向や業績見通しなどを勘
案のうえ、機動的に自己株式の
取得を実施してまいります。

機動的な
自己株式取得

コアＴｉｅｒ1・普通株式等Ｔｉｅｒ1の推移

6,081 6,409

9.71%
8.60%

11%程度 11%程度

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

10 11 12 ・・・ 15

-12.0

-10.0

-8.0

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

（億円）
（％）

コアＴｉｅｒ1比率

（右軸）（注）

（年度末）

コアＴｉｅｒ1

(連結)

普通株式等Ｔｉｅｒ1

普通株式等Ｔｉｅｒ1比率

（右軸）

普通株式等Ｔｉｅｒ1最低基準
3.5％

4.0％

十分な資本余力あり

4.5％
5.125％

中計期間
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事前に株式会社横浜銀行の許可を書面で得ることなく、本資料を転写・複製し、又は第三
者に配布することを禁止いたします。本資料は情報の提供のみを目的として作成されたもの
であり、特定の証券の売買を勧誘するものではありません。本資料に記載された事項の全部
又は一部は予告なく修正又は変更されることがあります。本資料には将来の業績に関する
記述が含まれておりますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではなく、経営環境
の変化等により、実際の数値と異なる可能性があります。
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